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「アルマ計画」 
評価検討結果の中間とりまとめ 

 
平成１５年１０月１５日 
評 価 専 門 調 査 会 
アルマ計画評価検討会 

 
 「アルマ計画」（アルマ：アタカマ大型ミリ波サブミリ波干渉計）は、
日米欧の国際協力により、南米チリの標高 5,000ｍのアタカマ高地に、
最大14km の基線長で、直径１２ｍのアンテナ６４台と、これらによる撮
像の性能を高度化するための１２ｍアンテナ４台と７ｍアンテナ１２台
（コンパクトアレイ）からなる大型干渉計型の巨大電波望遠鏡を建設し、
ミリ波から最も波長の短い未開拓の電波であるサブミリ波を使用して、
太陽系外の惑星系とその形成を解明し、宇宙の諸天体の起源と歴史を読
み解き、膨張宇宙における物質の生命への進化の過程の探求を目指すも
のである。 
 本望遠鏡の空間分解能は、0.01秒角であり、世界最先端のすばる望遠
鏡やハッブル宇宙望遠鏡を10 倍上回るものであり、また、ミリ波・サブ
ミリ波に限れば、これまでの電波望遠鏡を100 倍上回るものである。 
 本計画の素案は、我が国が最初に提唱し、開発準備ではリードしてい
たが、建設開始の段階では、米欧が先行し、我が国は２年遅れで参加す
る計画となっている。具体的には、米欧がミリ波中心の基幹部分の建設
を開始し、その後我が国は、サブミリ波受信機やコンパクトアレイ・シ
ステム等の建設・製作により参加するというものである。我が国は、サ
ブミリ波受信機について高度な技術を持っており、また、本計画全体を
完成させ、高度な撮像性能を実現するには、我が国が建設・製作する機
器・設備が不可欠であることから、米欧から我が国の早期参加が強く要
望されている。 
 本計画は、我が国が世界をリードしているサブミリ波に関する技術を
活かして参画するものであり、この計画によって新たに得られる科学的
知見の価値はもとより、サブミリ波等に関する技術から他の科学技術や
産業への応用・発展の可能性や、このような宇宙の誕生や物質の生命へ
の進化の過程を探求するというスケールの大きな国際協力計画に我が国
がリーダーシップを持って参加していることが青少年に夢、誇り、自信
を与えるといった面からも高い価値を持つと考えられる。 
 したがって、本計画を速やかに推進することが適当であるが、以下の
事項への対応が必要である。 
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（１）参加遅れによる不利の克服について 
 現在、我が国は、米欧より２年遅れで建設に参加する計画となっ
ているが、遅れて参加することが我が国の研究活動に不利をもたら
さないようにすることが重要である。このためには、全体計画の推
進において、我が国の参加が財政面及び重要技術の提供といった面
で、他の各国にとっても大きな利益になるという理解を十分に得て
いく必要がある。 
 具体的には、我が国が優位なサブミリ波に関する技術を十分に生
かす形で参加し、また、我が国を中核とするアジア諸国の連携や国
際連携プロジェクトの提案等で我が国の存在感を示すことが重要で
あり、これらを参加機関間の交渉の場で十分に生かすことによって、
施設利用面等で可能な限り有利な条件を引き出すことが必要である。 
 実際、建設費における我が国が占める割合は約２２％であるが、
観測時間の割り当てについては、サブミリ波の技術的優位性等を活
用しつつ、約２５％程度の獲得を目標に協議が進められており、今
後とも、基本的にこのような方針で臨むことが適当である。 
 また、現在交渉中の３者アルマ協定書の案では、我が国は米欧と
ともに「３パートナーの一員」とされ、運用において同等な発言権
を持つとされており、この立場が維持されることも重要である。 
 
（２）我が国の特長を活かした研究の推進 
 我が国は、野辺山宇宙電波観測所の開設によってミリ波の電波天
文学を開拓し、ミリ波とサブミリ波分野における受・発信デバイス
の開発・製造の実力が世界的に認知されている。 
 本計画は、このような背景の下に、膨大な建設費を国際的に分担
し合うものであり、我が国が従来得意としてきた惑星系形成に関す
る学問分野をさらに発展させ、「惑星誕生の場の観測や生命関連分子
の探索を通じて宇宙における生命の起源に迫る」という壮大なテー
マに取り組むための絶好の場ということができる。 
 本計画において我が国は、建設・製作を担当するサブミリ波受信
機やコンパクトアレイ・システム（干渉計の欠点を補い正確な電波
画像を実現するシステム）等の性能を十分に生かすような国際連携
プロジェクト等を提案し、これを本計画におけるキープロジェクト
と位置づけるなど、科学的・技術的イニシアティブを積極的に発揮
して、我が国の研究者の実質的なプレゼンスの向上や、優れた研究
成果の獲得につなげていくべきである。 
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（３）国民への説明責任について 
 本計画は、大規模な国際共同プロジェクトであり、建設地がチリ
という我が国から遠く離れた場所にあるという特徴を持つ。したが
って、国内からはその意義や活動が見えにくくなる可能性もある。
このため、本計画の進捗状況や我が国の国際的な活躍、研究の成果
等を国民に向けて十分に、かつ分かりやすく説明することが重要で
ある。特に、宇宙、天文といった分野は、一般に実感をもって捉え
ることが難しいことから、例えば、４次元のビジュアル技術を駆使
する等して、広く国民の知的好奇心を充足するような工夫をすべき
である。 
 
（４）その他 
 国立天文台は、本計画への参画に当たり、我が国の天文学コミュ
ニティの意見を調整して、当面本計画を最優先するとの意思統一を
行うとともに、他の電波望遠鏡の運用体制を合理化、あるいは運用
を終了するなど、スクラップ・アンド・ビルドの自助努力を行うと
している。このような姿勢は今後の同様な計画への参加、実施等に
おいて一つのモデルになるものと考えられ、高く評価できる。今後
の具体的運用に注目していくこととしたい。 
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《評価検討会メンバー》 
 大山  昌伸 総合科学技術会議議員 

 
 江崎 玲於奈 評価専門調査会専門委員 

 
座長 畚野  信義 評価専門調査会専門委員 

 
 増本   健 評価専門調査会専門委員 

 
 小平  眞次 国立木更津工業高等専門学校教授 

 
 佐藤  勝彦 東京大学大学院理学系研究科教授 

 
 知野  恵子 読売新聞編集局解説部次長 

 
 松本  零士 アニメーション作家 

日本宇宙少年団理事長 
 

 満田  和久 宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究本部教授 
 

 
 
《検討経緯》 
  ９月１１日（木） 評価専門調査会 
           評価対象、担当議員・委員、進め方を確認 
 
  ９月１７日（水） 第１回評価検討会 
           ・ヒアリング、追加質問と論点候補の抽出 
           ⇒追加質問を回収し府省へ対応を発注 
 
 １０月 ６日（月） 第２回評価検討会 
           ・追加ヒアリング、論点整理 
           ⇒評価コメントを回収し中間とりまとめを作成 
 
 １０月１５日（水） 評価専門調査会 
           ・中間とりまとめの検討 

【別紙】 


